








序     文 

 

エジプト・アラブ共和国では、教育の近代化が優先度の高い政策の一つであり、理数科教育につい

ても、従来の暗記的な手法のみに頼った授業方法を質的に改善していくことが重要な課題となってい

る。 

このためエジプト政府は、同国の理数科教育に、児童が自ら考え、自ら答えにたどり着くプロセス

を重視した新たな教授法を導入しようと、その支援を我が国に要請してきた。これを受けて JICAは、

1997 年から 2000 年の 3 年間、専門家チームを派遣し、「小学校理数科授業改善」を実施し、小学校

教師用の指導書（ガイドブック）を作成した。本プロジェクトは、このガイドブックを用いた新しい

教授法をモデル校において定着させ、さらなる普及のための基盤を整備することを目標とし、2003

年 4 月より 3 年間の予定で実施してきたが、両国関係者の協力により、概ね順調に進捗してきたとい

える。 

今般、同プロジェクトの終了時評価を行うことを目的として、2005 年 11 月に調査団を派遣し、エ

ジプト政府および関係機関との間で、プロジェクトの進捗状況を確認し今後の方向性について協議し

た。本報告書は、同調査結果を取りまとめたものであり、今後のプロジェクトの展開に、さらには類

似のプロジェクトに活用されることを願うものである。 

ここに、本調査にご協力をいただいた内外関係者の方々に深い謝意を表するとともに、引き続き一

層のご支援をお願いする次第である。 

 

2006 年 3 月 

 
独立行政法人 国際協力機構 

エジプト事務所長  岡本 茂 
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第１章 終了時調査団の概要 

 

１－１ 調査団派遣の目的 

エジプト・アラブ共和国では、教育の近代化は優先度の高い政策の一つである。とりわけ理数科教

育においては、従来の暗記的な手法のみに頼った授業法を質的に改善していくことが重要な課題とな

っている。 
 エジプトの理数科教育に、児童が自ら考え、自ら答えにたどり着くプロセスを重視した新たな教授

法を導入するため、我が国は 1997 年から 2000 年の 3 年間、専門家チームを派遣し、「小学校理数科

授業改善」を実施し、小学校教師用の指導書（ガイドブック）を作成した。 
 新しい教授法のさらなる普及を図ろうと、2003 年 4 月より国立教育研究開発センター（National 
Centre for Educational Research and Development: NCERD）をカウンターパート（Counterpart: C/P）機

関として、本プロジェクトが 3 年間の予定で実施されており、現在、4 名の長期専門家（チーフアド

バイザー、業務調整／教育計画、理科教育、数学教育）を派遣中である。カイロ県に 4 校のモデル校

を設けて、専門家チーム派遣時に作成したガイドブックの改訂を行いつつ、C/P 機関と共に実際にモ

デル校理数科教師に対して新たな教授法を実践指導するとともに、教育省関係者や周辺校の教師を対

象に公開授業などの機会を設け、同教授法を用いた授業の様子を広く伝え、効果を示すことで同教授

法の定着を図ろうとしている。 
 2004 年 8 月に実施された中間評価では、校内研修を担当するスクール・ベースド・トレーニング・

ユニット（School Based Training Unit: SBTU）がまだ十分に機能しておらず、同教授法の普及を同ユ

ニットに担わせることは困難であると判断されたことから、2005 年 4 月以降、カイロ県の教育委員

会と連携し教員研修をプロジェクトの新たな活動として C/P 機関と共に企画・実施してきている。 
本プロジェクトの協力期間終了を 2006 年 3 月 31 日に控え、本終了時評価調査ではプロジェクト目

標の達成状況などを把握し、プロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix: PDM）

に基づき、評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）の観点から C/P 機関と

合同評価するとともに、今後の小学校理数科教師の能力向上に関する先方政府の方針や日本の協力方

針についてエジプト側関係機関と協議することを目的に、本調査団を派遣した。 
 

１－２ 調査団の構成 

担当分野 氏 名 所属 

団長／総括 岡本 茂 JICA エジプト事務所長 
教育協力 原 智佐 JICA 人間開発部 第一グループ 基礎教育第一チーム長 
理科教育 長谷川俊雄 北海道教育大学 旭川校 教授 
数学教育 大久保和義 北海道教育大学 札幌校 教授 
企画評価 丹原 一広 JICA 人間開発部 第一グループ 基礎教育第一チーム 
効果分析 星 光孝 JICA エジプト事務所  
評価分析 渡辺亜矢子 株式会社 地域計画連合 
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１－３ 調査日程 

1 11 月 5 日 土 17:55 カイロ着（EK923）（渡辺団員） 
10:00 JICA 事務所打合せ 
12:00 NCERDC/P 個別協議（1） 

2 11 月 6 日 日 

13:00 日本人専門家との協議 

09:00 NCERD 所長協議 

10:00 NCERDC/P 協議（2） 

3 11 月 7 日 月 

12:00 対処方針会議 

09:00 NCERD 協議 

11:00 モデル校協議（1） Aziz Abaza School 
13:00 モデル校協議（2） Garden City School 

4 11 月 8 日 火 

15:00 NCERDC/P 個別協議（3） 

09:00 カイロ県教育委員会 

12:00 モデル校協議（3） Mohammad Farid School 
5 11 月 9 日 水 

13:30 モデル校協議（4） Ramsis School 
10:00 教育省協議 

12:00 NCERDC/P 協議（4） 

6 11 月 10 日 木 

15:00 JICA 事務所にて経過報告 

7 11 月 11 日 金 資料整理 

17:55 カイロ着（EK923）（長谷川、大久保団員） 8 11 月 12 日 土 

21:45 カイロ着（MS965）（原、丹原団員） 

10:00 事務所打合せ 

14:00 日本大使館表敬 

9 11 月 13 日 日 

15:00 教科専門家との協議 

10:00 教育省協議 10 11 月 14 日 月 

14:00 カイロ県教育委員会 

10:30 教育省表敬 

12:00 モデル校授業視察 Mohammad Farid School 
11 11 月 15 日 火 

14:00 PPMU 訪問 

12 11 月 16 日 水 09:00 ミニッツ協議 

10:00 JCC 開催 13 11 月 17 日 木 

11:30 合同評価メンバーと協議 

14 11 月 18 日 金 ミニッツ作成 

15 11 月 19 日 土 資料整理 

09:30 日本人専門家と協議（原、長谷川、大久保） 16 11 月 20 日 日 
11:30 Mubarak City of Education 視察（丹原、星、渡辺） 

09:30 カイロ県教員研修視察 17 11 月 21 日 月 

13:00 ミニッツ署名 

14:00 日本大使館報告 18 11 月 22 日 火 

15:00 団内協議、報告書打合せ 

02:20 カイロ発（AF521）（原、丹原団員） 19 11 月 23 日 水 

20:00 カイロ発（EK924）（長谷川、渡辺団員） 
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１－４ 主要面会者 

教育省 

Dr. Reda Abu Seria           First Undersecretary for General Education 
Dr. Amin Mohammad Abu Bakr  Undersecretary for Basic Education 
Ms. Karima Ahmed Ahmed Saed  Counselor, Science Education 
Mr. Mohamed Salama Mohamed El Magiry Counselor, Mathematics Education 
Mr. Mustafa Mohamad   General Inspector of Science 
 

カイロ県教育委員会(Cairo Governorate Education Modereya) 
Ms. Susan Mahmoud Ibrahim El Misery Director of General Education 
 

国立教育研究開発センター（NCERD） 
Dr. Mustafa Abd El Samie Mohammad  Director 
 
Mubarak City of Education 
General Mahmodi           Director of  
 
Program Planning and Monitoring Unit (PPMU) 
Mr. Mohamed M. M Bondok   Head of Monitoring and Evaluation Unit 
 

在エジプト日本大使館 

下野 哲史    二等書記官 

 

プロジェクト専門家チーム 

杉山 佳彦      チーフアドバイザー 

宮島 茂       業務調整／教育計画 

関原 睦       理科教育 

石郷岡 卓      数学教育 
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第２章 プロジェクトの概要 

２－１ 基本計画 

名称 小学校理数科教育改善プロジェクト 
Improvement of Science and Mathematics Education in Primary Schools 

協力期間 2003 年 4 月 1 日～2006 年 3 月 31 日（3 年間） 
上位目標 理数科のガイドブックを用いた新しい教授法が、カイロ県及び PPMU 研修対象

県の小学校で導入される 
プロジェクト目

標 
理数科のガイドブックを用いた新しい教授法がモデル校に定着し、さらなる普

及のための基盤が整備される 
期待される成果 １．NCERD のスタッフ（C/P）が、教員に対して新しい教授法（授業案作成を

含む）を的確に指導することが出来る 
２．モデル校の教員(C/P 教員）が新しい教授法を習得し、授業で実践すること

ができる 
３．新しい教授法が、効果的であると実証される 
４．ガイドブックが改訂される 
５．新しい教授法が、既存の教員訓練コースの中で導入される 
６．新しい教授法が、教育関係者によって認知される 

 

２－２ プロジェクト・デザイン・マトリックス 

JICA では、1990 年代前半からプロジェクト管理手法の一環としてプロジェクト・サイクル・マネ

ージメント（Project Cycle Management: PCM）手法を導入した。PCM 手法において中心的役割を果た

すのは、PDM と名付けられたプロジェクト計画概要表である。これは「目標」、「活動」、「投入」等

のプロジェクトの主要構成要素や、プロジェクトをとりまく「外部条件」との論理的相関関係を示し

たものである。本プロジェクトにおいても 2003 年 2 月、協議議事録（Record of Discussions: R/D）締

結時に PDM を作成し R/D の付属文書として承認されている。 
 

２－３ 実施体制 

（１）実施体制 
本プロジェクトのカウンターパート機関は、教育省下部組織の NCERD であり、NCERD 所長をプ

ロジェクトダイレクター、NCERD カリキュラム局長をプロジェクトマネージャーとした。本プロジ

ェクトは、教授法普及に向けた活動の一環としてカイロ県教育委員会と連携しカイロ県の言語実験校

教員を対象にした教員研修を実施しているほか、プログラム計画・モニタリングユニット（Program 
Planning and Monitoring Unit: PPMU）がエジプト全 27 県の代表教師を対象にカイロで実施した夏季研

修にも 3 ヵ年協力した。1 
 

（２）対象地域 
本プロジェクトでは、パイロット的に生徒中心の学習方法、問題解決型学習方法を導入し、効果を

測定することを目的にカイロ県内の言語実験校 4 校（Ramsis 校、Mohamad Farid 校、Garden City 校、

                                                        
1
 PPMU は、世銀・EU とエジプト教育省が連携し、教育分野の協力を担う実施主体として設置したユニットであり、

NCERD 所長は PPMU の代表も兼務している。PPMU は、全国 27 県を対象に協力を行っており、その一環として 2002
年から 2004 年の 3 ヵ年にかけ各県から理数科それぞれ 2 名ずつ教員をカイロに集め、夏季研修を実施した。JICA は、

全 3 年の研修すべてに講師を派遣し、本プロジェクトが勧める教授法の実践法を取り入れた講義を各回 2 日間の日程

で実施した。 
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Aziz Abaza 校）をモデル校として位置づけ協力を行った。2プロジェクト期間を通し同一の生徒達に

対し上記学習方法を用いた指導を行い、3 ヵ年を通した学習方法導入効果を測定できるよう、対象の

生徒はプロジェクト開始時に 4 年生とした。彼らが 5 年生、6 年生と進級するのに応じて、プロジェ

クトの指導対象学年も 5 年生、6 年生と変更していった。また、モデル校との比較のためカイロ県内

に 4 校のコントロール校を設置し、モデル校と同一のプレテスト、ポストテストを実施し、相対比較

を実施した。 
 
（３）その他、合同調整委員会等 
 本プロジェクトでは、NCERD 所長を議長として合同調整委員会（Joint Coordination Committee: JCC）
が設置され、広義のカウンターパートとして、中央行政部門の教育省基礎教育局長、理科、数学のカ

ウンセラーを含む教育省関係者のほかに、カイロ県教育委員会の一般教育担当局長と職員、モデル校

の校長と教員など多様なグループがあるが、関係者間のコミュニケーションは概して円滑であった。 

                                                        
2 言語実験校は公立校であるが、試行的に小学校入学時から英語の授業を部分導入した教育を行っている。理科、算

数は英語による授業が実施されている。現在同実験校はカイロ県内に約 110 校設置されている。 
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第３章 プロジェクトのアプローチ 

 

３－１ プロジェクトの構成について 

本プロジェクトでは、教師用ガイドブック(Guide Book: GB)を活用した理数科の授業方法の実践、

検証を核としていて、その概要は次のとおりである。 
（１）プロジェクトの活動内容 
   ① モデル校における実践指導 

     ② 実践を通じた指導書の改訂 
     ③ 新しい指導方法が児童に与える影響の検証 
     ④ 授業見学等の普及活動の実施  
（２）プロジェクトの実施体制 
      ① 長期専門家の派遣 
         ア．チーフアドバイザー１名：理数科教育の研究者（教授または助教授クラス） 
         イ．理科教育１名：初等理科教育に関する実践研究の実績を有する者 
         ウ．数学教育１名：初等数学教育に関する実践研究の実績を有する者 
         エ．業務調整１名：（JICA） 
     ② 短期専門家の派遣 
       ・大学研究者が年間３名程度：事業の円滑遂行のための指導助言 
 北海道教育委員会には、この事業が GB を使用した実践指導や実践を通しての GB の改訂が中心と

なるため、その指導者として小学校の理科教育と算数教育で優れた実践をされている先生方の協力・

派遣について要請した。 
 具体的には，上記（２）① のイとウの教員各 1 名（2004 年度～2005 年度の 2 年間）の派遣がなさ

れ、北海道教育委員会との連携のもとにこのプロジェクトが推進されてきた。 
 

３－２ NCERD カウンターパートの指導 

３－２－１ 指導方法、体制、頻度 

   毎週火曜日の午前中（10:00 – 11:30）に C/P 全員の参加を条件に開催されている。 
内容としては、月・週の行事の確認や、C/P に割り当てられ C/P が作ってきた授業計画（Teaching Plan: 
TP) の検討、議論を通して、GB の活用の仕方、実際の授業の進め方、TP の書き方などについて指

導をしてきた。モデル校では、GB を活用した指導案の作成の仕方や関連資料の検討、授業後の授業

検討を通して、教師の活動、授業の構築の仕方、指導法についての指導を行ってきた。また、カイロ

県での教員研修に関する内容、研修のあり方について、特に小学校教員への研修では、実践に即した

研修の必要性について指導を行ってきた。 
 
３－２－２ カウンターパートの評価 

（１）C/P スタッフ全員が、新しい教授法のコンセプト（考え方）を適切に理解する。 
 専門家により、2003 年度－2004 年度にかけて C/P が作成した学習指導案についていくつかの点か

ら評価を行っている。2003 年度と 2004 年度では評価の観点が異なっている（2003 年度は問題解決に

おけるグループ学習を中心的に取り上げたが、2004 年度は問題解決学習の考え方に焦点を当てた）

が、いずれも 0-4 点（平均 1.5 点）で評価をした。結果として、本プロジェクトから参加した 2 人が
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2003 年度は平均して 1.5 点を下回ったが、それ以外は平均 1.5 点以上をとっており、概ね力をつけて

きていると考えられる。 
（２）C/P スタッフ全員が、新しい教授法による授業案を作成できる。 
 同じ単元内でも指導する時間によって波があり、コンスタントに問題解決的な授業案を考えられる

力をつけることが求められる。特筆すべきこととして、資料からある C/P は、日本での研修を受けた

後に飛躍的に向上していることがわかり、本国研修の有用さが示されている。 
（３) C/P スタッフ全員が、新しい教授法により的確に教員を指導できる。 
 NCERD の C/P がパイロット校の C/P を評価した 観察シート（導入、展開、まとめに関して、そ

れぞれ 0-2 の 3 段階による評価）からは、確実に力がついてきているとは認められないが、専門家の

目からみて、この期間を通して、全体的に子どもの考え方を大事にし、子ども中心の問題解決的な学

習の理解は確実に定着しているとのことである。なお、NEERD の C/P は、6 人が 2 つのグループに

分かれてそれぞれ２つのパイロット校での指導を行う体制をとった。少なくとも、3 人のうち 1 人は

各授業に参加することにしていたが、昨年度は C/P の出張、別の用事などで必ずしもそうならない場

合があったが、今年度は昨年度に比べて参加率が高くなっている。 
 

３－３ モデル校への巡回指導 

３－３－１ 指導方法、体制、頻度 

エジプトの算数の授業は、教師が子ども達に対して学習内容を説明し、その内容を記憶させるた

めにドリルに時間をかける授業が多くなる傾向にある。これに対し、子ども達が自ら主体的に授業

に関わり、各自の考えや発想を出し合い、練り合って結論を導く学習を支援する「子ども中心」「問

題解決」による授業の構築を目指す。そのような授業改善を求めた本プロジェクトの共通理念に基

づいて GB を使い、学習指導案を作成し、その指導案をもとに授業の実践を行った。その際、今後

の発展性を考え、NCERD の C/P がグループを組んで指導の中心になり、JICA 専門家がサポートす

る体制をとっていたが、C/P が当日他の仕事、用事と重なって来られないことがあり、実際には専

門家が関わる機会が多かった。各パイロット校には、毎週 1 回の学校訪問を行い、授業案の検討を

したり、実際の授業を参観したりして、その授業についての検討をすることが主であった。3 年次

になってからは、本プロジェクトの仕事として GB をもとにした授業の普及を意識し、カイロ県研

修に重点をおくようになり、パイロット校への週 1 回の学校訪問はできなくなったが、カイロ県研

修が授業を通した実践的な研修に重きをおいたため、授業参観をも含んでおり、そうした機会にパ

イロット校の教員の授業公開をお願いするなどして、モデル校への指導を行ってきた。 
 

３－３－２ カウンターパート教員の評価 

（１）全 C/P 教員が、新しい教授法のコンセプト（考え方）を適切に理解する。        
 カイロ県の研修等でもモデル校の C/P に参加してもらっているが、研修に参加している教員の模擬

授業等の実践において、問題解決的な授業とは何かを指摘したり、自ら子どもを相手に授業実践を公

開したりするなど、新しい教授法に関して、自らが授業計画を立て、実践ができるようになってきて

いる。       
（２）全 C/P 教員が、新しい教授法により的確に授業を計画し実践できる。 
パイロット校の教員による研修における参加教員による評価においても、全員が良い評価をされて

いる。 
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３－４ ガイドブックの改訂 

３－４－１ 作業の進め方 

 2003 年 7 月に行われた北海道教育大学でのプロジェクト会議で GB改訂作業に関わることが議論さ

れた。この会議でミニプロ時に考えられた GB 作成の考え方についての説明をし、改訂に関してプロ

ジェクト委員会の考え方として、以下のように決定した。 
① 実際に内容を検討した結果、全面的に大幅な改訂が必要である 
② 理科はコンセプトを変える必要がある（仮説実験授業→問題解決的手法） 
③ 改訂は日本人専門家が中心となって行う（この理由として、C/P はパイロット校での授業実践

で忙しいこと、C/P の力量、コンセプトをつけるのには時間がかかり期間内では間に合わないこと、

があげられる） 
④ 新学年に合わせた学年、内容で改訂する 

 

３－４－２ 留意したこと（コンセプト、コンサイス版と完全版を作成した意図） 

作成した GB の完全版のほかに、エジプトの理数科教員が持ち運ぶのに便利なコンサイス版を作成

し、GB の普及のための教員研修において使用した。 
 

３－５ 現職教員研修実施 

３－５－１ PPMU 研修  
 平成 14 年 4 月 5 日－17 日に今フェーズに関連する JICA 関連短期調査団が派遣された。その調査団

に PPMU から、GB の活用についての話があり、PPMU ではその GB を授業実践で活かすため、すで

に 2 つの県（イスマエリア、ケナ）で GB のダイジェスト版を使用して NCERD の C/P が指導教員と

なって、トレーニングを行っていることが示された。また、GB の活用に関して、PPMU から以下の

ようなカスケード方式によって、教員教育を行いたいという要望があった。 
 1 段階 県単位の指導者（A）の養成（ここに教育大の専門家が関わってほしい） 
 2 段階 県の地方の指導者（B）を養成（A が指導） 
 3 段階 各学校のシニア教師(C)を指導(B が指導) 
 4 段階 各学校の教師を指導 
 プロジェクト側としては、GB の普及に関しては、①GB を全国に広めること、②GB を実践で使っ

てよりよいものに修正すること、また、実践を通して普及させる（研究授業等）こと、が必要であり、

支障のない限り①に関しても手助けをしていくが話された。さしあたり、2002 年 8 月にプロジェク

トに先駆けて、調査団として理数科の専門家を 1 カ月程度派遣することになった。 
内容としては、5 日間の PPMU 研修のうち初めの 3 日は算数・理科のガイドブックを用いた研修を

行い、後の 2 日で PPMU 独自の研修を行うというものであった。この年の参加者は、PPMU 対象県

（15 県）のうち 7 県のインスペクター、シニアティーチャークラスの教師が対象となって研修を受

けた。また、この研修は 2003 年、2004 年にも延長され、エジプト 27 県全県からの理科、算数それ

ぞれ 2 人ずつのインスペクター、シニアティーチャークラスの教師が集まり、研修を受けた。研修は

毎年、前半、後半それぞれ 2 回ずつ行われた。 
算数の研修の講師は JICA の専門家を中心として、NCERD の C/P が加わり、また、内容としては、

①数学教育の目的 ②問題解決 ③数学的活動 ④ガイドブックの紹介 ⑤ガイドブックと学習指導

案で、②～⑤に関しては、ワークショップと取り入れて研修が行われた。研修後の参加者へのアンケ

ート調査によれば、この研修に対する満足度は第 1 週、2 週を合わせて 95%程度を超えており、その
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成果の大きさが分かる。特に、算数教育の目指している方向性、算数での問題解決による指導法、算

数の授業を行う際の授業案の作成に関しては、ほとんどすべての参加者からその重要性について同意

が得られた。また，最もよくなかったのは、VTR で日本の授業を見てもらい、ストラテジーや活動

の大事さを理解してもらおうと思ったが、約 20%の受講生が役に立たなかったという回答をしてい

た。これは多分に、言葉の問題もあるものと考えられる。 
研修での指導法や使用した教具などについては、授業で役立つかという質問に対しても、すべての

受講生から有用であるという回答があり、用意した内容と方法が適切だったと思われる。 
 

３－５－２ カイロ県研修 

 2004 年 7-8 月の本プロジェクトに関する中間調査で、カイロ県教育委員会と協議し、既存の教員研

修コースの一部として、「子ども中心」「問題解決」による授業についての研修を行うこと、カイロ県

の教員向けに公開授業を開催することが決定した。実際に研修は 2005 年 2 月から始まり、今までに

6 回の研修（2 日間研修が 3 回、3 日間の研修が 3 回）行われた。 
内容としては、子どもの学ぶ意欲・動機を重視した指導はどうあるべきかを、可能な限り具体的な

実践に役立つように解説し、受講者の今後の実践的な自己研修や授業改善に役立つことを意識した。

具体的な内容としては、数学教育における問題解決授業についての説明、具体的な単元、内容を取り

上げたガイドブックの説明、具体的な学習指導案の作成、研修に参加した教師の学習指導案による模

擬授業を通した授業の検討などを行ってきた。 
後半の 3 回は 3 日間の日程にして、パイロット校教師による研究授業を行い、その後に授業検討会

を行った。指導者は、前半の 2 回は日本人専門家が中心となっていたが、3 回目以降は NCERD の

C/P が中心となって研修を進めていった。 
アンケート結果によると、研修に参加したほぼ全員の教員は「子ども中心」「問題解決」による授

業が理解できたとしており、満足しているようであった。一方、オープンクラスの項目でも述べたよ

うに、「この考え方がエジプトで受け入れられるか」という質問に対しては、他の質問項目と比べや

や否定的な回答が多かった。 
この研修を通して、C/P の欠点として、小学校算数をどのように教えるのか、その基盤となる概念

は何なのかなどを参加した教員が十分に説明できないところがみられ、今後の普及に向けてはそうし

た点の理解と指導力を育成することが大事である。この点については、日本側も十分に専門家を派遣

できなかったこと、派遣の時期が適切でなかったことにも原因があると思われる。 
 

３－６ オープンクラスの実施 

プロジェクトの中盤以降においては、広く教育行政関係者や理数科教師などを対象として、パイロ

ット校での授業を見学する機会を設けたり、新しい授業方法に関する各種の講習会を開催したりする

など、普及活動を積極的に展開することが大切であると考えた。 
モデル校におけるオープンクラス（授業公開）では、それまでに日本側専門家、NCERD の C/P が

指導してきた「子ども中心」「問題解決」による理科、算数の授業を公開することによって、教師が

中心となっている従来の授業と比較して、子どもたちが主体となり生き生きとした姿で学習をしてい

る様子を参観してもらい、その授業のよさを分かってもらうことが大切であった。実際、今までに初

年度は Mohamed Farid Experimental Language School（2003 年 12 月 15 日）と Aziz Abaza Experimental 
Language School（2004 年 3 月 18 日)、2 年目は Ramsis Experimental Language School（2004 年 12 月 19
日）と Garden City experiment language school（2005 年 3 月 23 日）の合わせて 4 回、すべてのモデル
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校で授業公開を行っている（参加者は合計 250 名程度）。4 回のアンケートの集計では、参加者のう

ち 95 名から回答をもらっているが、ほとんどの人（94 名）が授業参観に満足していた。ただ、「問

題解決の授業がエジプトの学校に受け入れられるか」という質問に対して、同意したのは 81 名（85%）、

同意しない 4 名（4%）、それ以外が分からないという回答である。理由としては、カリキュラムの

過密化、1 学級の人数が多いという点があげられていた。 
なお、3 年目の今年は、Aziz Abaza Experimental Language School で、このフェーズで最後の第 5 回

のオープンスクールが 2005 年 12 月 13 日に行われることになっている。 
 

３－７ プレテスト・ポストテスト 

3 年間の調査を通して、モデル校で理科、算数の GB を使用し、授業実践をしてきた効果を検証す

る。研修を始めるときに、8 校のモデル校とコントロール校で基礎的な調査(Baseline Survey)を行い、

学校間に成績、態度面でも差がないことを確認している。 
GB を用いた指導法は、「子ども中心」「問題解決」を柱にし、「考える力」や「問題解決能力」を

養うとともに子どもの主体的な活動を大事にし、また、子ども自らが解決する過程を大事にし、「算

数の活用能力」などを高めていくこと、さらに、「考えることの楽しさ」を味わわせ、算数への関心・

意欲・態度を育てていくことを目指す授業といえる。 
このため、プロジェクトの実施に当たっては、モデル校、コントロール校でプレテストを含めて児

童の学力調査を計４回実施した。なお、学力調査の実施に当たっては、プロジェクトが目指す意図が

的確に評価されるよう、独自の調査方法を開発することを心がけた。実際には、基本的な学習内容、

方法の到達度と、算数・数学に対する態度の面でモデル校とコントロール校の比較を行い、このプロ

ジェクトによる学習指導法の効果を検証することにある。整理すると以下のことが考えられる。 
① 各学年で学習した内容、方法の習得に効果があったか 
② このプロジェクトが始まってから３年間で子どもの算数・数学に対する態度がどのように変化し

てきたか 
③ コントロール校と比較してどのような違いが出てきたか 
 
この 3 年間の指導で、アチーブメント成績の急激な成長は期待できない。しかし、数学的な見方・

考え方，算数学習に対する意識、態度、興味等に変化が生じるものと期待する。 
プレ・ポストテストの実施時期は以下のとおり。 
＜プレテスト＞ 
 4 学年 2003.9 - 2003.10 
＜ポストテスト＞ 
 4 学年  2004.4. 
 5 学年 2005.4 - 2005.5 
  6 学年 2005.12 
ポストテスト内容としては、以下の点が挙げられる。 
① 生徒に対する算数学習への態度、興味に関する質問    
② 生徒に対する学習内容に関するアチーブメントテスト（その学年で学習した内容） 
③ 教師に対する態度、興味に関する質問 
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生徒に対する算数学習への態度、興味に関する質問についての分析は以下のとおり。 
 （１）4 年生（ポスト）から 5 年生（ポスト）にかけての比較 

・モデル校間の比較では「数学の問題を解くときには、友達と一緒に解くこが効果的である」

「いろいろな方法で問題を解くことは大変大切である」に関して有意に上昇していて、それ

以外の質問項目については変化がない。 
   ・コントロール校間の比較では、ほぼすべての項目について有意に上昇している。 
 （２）モデル校とコントロール校の比較 
   ・4 年生では、ほとんどの項目に関してモデル校が有意に上位にあった。 
   ・5 年生では、「数学の問題を解くときには、友達と一緒に解くことが効果的である」「数学の

問題を解くときには、友達と一緒に解くこが効果的である」「先生は上手に教えてくれるが

算数は難しい」が、モデル校が有意に上位にいる。 
 

３－８ 本邦研修の活用 

 （１）日本での「子ども中心」「問題解決」の実際の授業について 
・ 日本で主に小学校での理科と算数の授業参観を通して、エジプトと日本の授業法の相違点を

理解する。 
・ 授業活動に関して、エジプトと日本の児童の相違を理解する（教師の問いかけ、児童同士の

意見交流などの観察から）。 
（２）日本の学校について 

・ 教師の学校内研修はどのように行われているか（大学での講義、訪問した学校での聴き取り

調査）。 
・ 教師の学校外での研修はどのように行われているか（文部科学省、国立教育政策研究所、北

海道教育研究所、北海道立理科センター、札幌市教育センターなどの視察）。 
 （３）教育行政研修について 

・ 日本の教育制度・教育行政を学び、同時に管理職等の役割などについて理解を深める。 
・ 校内研究会や教科研究会、教育委員会、研究所が主催する教員研修の多様な形態について理

解を深める。 
・ 研修の成果を本プロジェクトの事業推進に反映させ、将来的にはエジプトでの教員研修制度

の確立に寄与する。 
（４）6 週間（教育行政研修、平成 17 年度 C/P 研修は 2 週間）の研修からエジプトの教育に活かさ

れること 
   日本での実際の授業参観をすることにより、C/P が研修している「子ども中心」「問題解決」

の授業がどのように展開されているか、また、どのように子どもの考え方を引き出し、その考え方

をまとめていくかを理解し、TP や Model Lesson Plan を C/P が考えていく際に、授業のイメージ

を描きながら、作成することができるようになった。 
また、教育省の理科、算数のカウンセラー等の教育行政研修では、算数、理科の実際の授業につ

いて理解するとともに、文部科学省、国立教育政策研究所を訪問し、日本の教育全般、特に教員研

修のあり方について理解し、その考え方を教育省で報告したり、教員研修時に示したりして、その

よさを取り入れようとする姿勢がみられる。 
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３－９ 国内支援体制とその取り組みの特徴 

 国内では、エジプトに派遣されている専門家を支援する体制をとってきた。北海道教育大学からこ

のプロジェクトに参加している実質教員の人数は、算数、理科合わせて 35 人程度になる。 
主な仕事は、1 つ目に、GB の改訂がある。C/P がモデル校での実際的な指導に当たるため、十分

な時間を確保できないこと、算数班では C/P の人数も少なく、これ以上の負担を強いることが適切と

は思われなかったことから、北海道教育大学の教科教育の専門家に加え教科内容（代数学、解析学な

ど）の専門家がチームを組んで改訂作業を進めることになった。 
 また、学校での実践的な指導を行ってきているエジプト側の質問、要請に対して迅速に対応するべ

き体制をとり、実際にそのように進めてきた。 
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第４章 終了時評価の方法 

 

４－１ 評価の手法 

 本終了時評価は、前述の日本側団員と下記のエジプト側団員からなる合同評価調査団によって実施

された。 
Dr. Mustafa Abd El Samie Mohammad NCERD 所長 
Dr. Amin Mohammad Abu Bakr 教育省基礎教育局長 
Ms. Karima Ahmed Ahmed Saed 教育省理科カウンセラー 
Mr. Mohamed Salama Mohamed El 
Magiry 

教育省数学カウンセラー 

Ms. Susan Mahmoud Ibrahim El Misery カイロ県教育委員会 
 

評価作業は、日本側、エジプト側が共同して PDM 達成状況について計測、分析を行い、その結果

を踏まえて日本側エジプト側共同で 5 項目評価とこれに基づき提言と教訓を導き出した。評価 5 項目

については以下を参照。 
 
妥当性 評価時におけるプロジェクトの上位目標とプロジェクト目標の正当性 
有効性 プロジェクトのアウトプットによって得られるプロジェクト目標の達成度 
効率性 プロジェクトの実施過程における生産性。投入を用いてアウトプットが達成される

度合い 
インパクト プロジェクトの実施により生じる直接的または間接的なプラスとマイナスの変化。

計画当初に予想されなかった変化も含む 
自立発展性 プロジェクトが終了した後の便益・開発効果の持続性 

 
４－２ PDMe（評価用 PDM）の作成 
 本調査では主に中間評価において修正を加えた第２版の PDM を、指標設定、指標入手手段の明確

化で補完することによって、評価用 PDM（PDMe）を作成した。（付属資料Ⅱ参照） 
 

４－３ 情報・データ収集方法 

（１）調査票（調査グリッド）の作成 
 PDMe をもとにして、本調査に必要な主要調査項目と情報収集方法を網羅した以下のような２種類

の調査グリッドを作成した。 
① 計画達成度・実施プロセス調査票（達成度グリッド） 
 評価 5 項目による価値判断の対象となる「事実」の把握。「実績」の確認と「実施プロセス」の

把握を目的とする。 
② 評価調査票（評価グリッド） 

  上記の事実に基づき評価 5 項目による価値判断と因果関係の分析を行うための情報の入手を目

的とする。 
 
（２）調査票記入 
 以下の手段により情報を入手し、合同評価調査団内の協議の結果を調査票に記入した。 
① 資料レビュー 
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・国内において入手できる資料（過去の調査報告書やプロジェクトの記録など） 
・現地プロジェクトからの提出資料（PPMU やカイロ県教員研修実績、C/P 本邦研修実績、プレテ

スト・ポストテスト分析結果など） 
 
② プロジェクト関係者との面談調査 

 予め各自に対する質問項目を設定した上で、教育省関係者、NCERD 所長・C/P 研究員、モデル校

4 校の校長・C/P 教員、カイロ県教育委員会との面談調査を実施した。また、NCERDC/P とモデル校

C/P 教員に対しては、別途質問表を事前に作成・配布し、質問表の回答内容に基づいて個別面談を行

い補足的な情報収集を行った。 
 
③ 現場調査 

 各校にてモデル校 C/P 教員の個別面談を実施した。加えて、モデル校（Mohammad Farid 校）の C/P
教員による授業風景やカイロ県教育委員会が実施する教員研修を視察し、評価に反映した。 
 
（３）調査の結果 
 調査票に基づき合同評価団内の協議を経て調査報告書を作成し、合意結果を合同報告書としてまと

め署名、交換した。 
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第５章 調査結果 

 

５－１ PDMe に基づく計画達成度 

５－１－１ 上位目標の達成度 

上位目標： 理数科のガイドブックを用いた新しい教授法が、カイロ県及び PPMU 研修対象県の小

学校で導入される 
指標としては、「27 県すべての教員が新しい教授法を導入する」と「(新しい教授法について説明

した)ガイドブックが、エジプトの全小学校に配布される」の 2 つが設定されている。上位目標の指

標としては適切と判断されたため、終了時評価時点における現状を確認した。 
指標 1 の｢27 県での教授法の導入｣については、PPMU 研修を通じてエジプト 27 県の教員と教育関

係者多数に対し、児童中心、問題解決型学習の教授法に関する研修を実施してきているものの、全国

的に幅広く授業に導入される状況には至っていない。カイロ県研修において実施した、モデル校での

公開授業や教員研修を通じて、同県教育関係者における同教授法の効果の認識は広まった。こうした

中で、研修受講後に実際に授業に活用しようとしているケースがあるとは報告されているが、詳細は

不明である。 
指標 2 の「ガイドブックの配布」については、概要版が、理科については英語への翻訳、算数につ

いてはアラビア語への翻訳の途中であるため、いずれの教科についても配布を開始していない。 
 

５-１-２ プロジェクト目標の達成度 

プロジェクト目標：理数科のガイドブックを用いた新しい教授法がモデル校に定着し、さらなる普

及のための基盤が整備される 
教授法のモデル校への定着については、指標 2「モデル校のすべての理数科教員が肯定的な評価を

する」で、さらなる普及のための基盤整備状況については、指標 1「10 名のカウンセラー及びインス

ペクター」と指標 3「80％の教育関係者」が肯定的な評価をすることで測ることとなっている。 
モデル校への定着度では、4 つのモデル校には終了時評価時点で計 29 名の理数科教員が在籍して

おり、うち 16 名が本プロジェクトの C/P 教員として参加している。今回評価に際しては、C/P 教員

へは質問票とインタビュー調査を実施し、C/P 以外の理数科教員については、直接インタビュー調査

を第一としつつも時間的制約を考慮して、補足的に C/P 教員やモデル校校長からの間接的な聞き取り

を通じて、C/P 教員以外の理数科教員の、同教授法に対する評価・姿勢を確認した。まず、C/P 教員

では、18 名全員が同教授法を高く評価していることが明らかとなった。C/P 教員以外の理数科教員に

ついても、ほぼ全員が同教授法に対して肯定的であり、同僚である C/P 教員から実施方法を教えても

らったり、同僚 C/P 教員の授業を観察したりするなどの行動を起こしていることがわかった。さらに、

こうして C/P 教員から得た知識を実際に授業に活用しているケースもあることが報告された。 
普及のための基盤整備状況については、教育省の算数と理科のカウンセラー（計 2 名）の評価は肯

定的であり、エジプトの現状では、例えば公立校における 1 クラスの生徒数が多いことや実験機材が

整備されていないことなど制約要因はあるものの、積極的に導入すべきという考えが表明された。カ

イロ県教育委員会の 10 名のインスペクターは、プロジェクトが実施した公開授業に参加しており、

その中で同教授法に対して肯定的な評価を表明している。また、上記の公開授業をはじめ PPMU 研

修、カイロ県研修、モデル校の巡回指導などへの参加者は、これら活動の実施後に行っているアンケ

ート調査において、90％以上が本プロジェクトの教授法を高く評価していることが確認されており、
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指標 3 の「80％以上の教育関係者」による評価を得ているといえる。ただし、同手法のエジプトにお

ける適用可能性については、現行カリキュラムとの兼ね合いやコスト増加の可能性、実験器具等の不

足などの現状から、懸念を示す声も 1 割程度あり、留意が必要である。 
 

５－１－３ 「成果」の達成状況 

 

成果については、概ね計画通りに進捗していることが確認された。プロジェクト期間中の達成が見

込まれると判断された。 
 

成果 1. NCERD のスタッフ(C/P)が、教員に対して新しい教授法(授業案作成を含む)を的確に指導   
することが出来る 

NCERD の C/P は、児童中心、問題解決型学習の教授法のコンセプトについて、完璧ではないもの

の概ね十分なレベルの理解を有しており、同コンセプトを授業案の作成や C/P 教員の指導に反映させ

ることができるようになったことが確認された。理科については、2 年目より C/P が作成した授業シ

ナリオに対し、日本人専門家が評価を行ってきている。この評価結果から、彼らの理解度が満足でき

るレベルに達していることが見て取れる。算数については、すべての C/P が 2004 年の基準を満たす

かあるいは超えており、このことから彼らがコンセプトを適切に理解しているといえる。 
全 17 名の C/P は、プロジェクト活動を通じ、ガイドブックのコンセプトに基づく教員指導やカイ

ロ県研修における講師業務を行う能力を得るに至っている。理科については、カイロ県研修後に実施

してきた受講者への質問票調査で、本来研究者であり研修講師ではない C/P たちが、教員研修に際し

て十分に実践的な指導を行う能力を得ていることが確認されている。一方、算数については、C/P 教

員による C/P への評価は高く、こちらも能力的に実践的な指導が可能であることが確認されている。 
 

成果 2.  モデル校の教員(C/P 教員)が新しい教授法を習得し、授業で実践することができる 
モデル校の C/P 教員は、プロジェクト前半期間では、教授法を正しく理解できていないケースが

見られたが、終了時評価時点では理解度が向上し、教授法のコンセプトを授業案に反映できるレベ

ルの、適切な理解が得られている。さらに、一部ではあるが、C/P の指導の域を超え、自らの考え

により教材を準備することができる C/P 教員も出てきている。理科については、公開授業参加者の

約 80％が同教授法の効果を認めていることからも、モデル授業を実施した C/P 教員の適切なコンセ

プト理解が見て取れる。算数については、理科同様に C/P 教員がモデル授業を実施することができ

るほか、事後検討会においてのコメントも適切であり、十分なレベルの理解度であることがわかる。 
また、授業での実践能力についても着実に向上している。すべての C/P 教員が、NCERD の C/P

本プロジェクトで達成が期待される成果（PDMe に記載のもの） 
1. NCERD のｽﾀｯﾌ(C/P)が、教員に対して新しい教授法(授業案作成を含む)を的確に指導す

ることが出来る 
2. モデル校の教員(C/P 教員)が新しい教授法を習得し、授業で実践することができる 
3. 新しい教授法が、効果的であると実証される 
4. ガイドブックが改訂される 
5. 新しい教授法が、既存の教員訓練コースの中で導入される 
6. 新しい教授法が、教育関係者によって認知される 
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が作成した授業案をもとに、必要に応じて微修正を行いながら、教授法に従った適切な授業構成が

できるようになっている。ただし、質の面においては、実践面で依然向上を必要とする教員もいる。

理科については、2 年目の前半と後半を比較すると、C/P による評価は明らかに向上している。算数

についても、児童中心の学習方法を重視した授業運営において着実な向上が見られる。 
 
成果 3．新しい教授法が、効果的であると実証される 
生徒の理解度や教科に対する関心・態度については、経年変化の調査結果から、いずれもコントロ

ール校よりもモデル校で向上がみられる。両者の間の差異は、統計的に有意なものであり、算数、理

科ともにモデル校のほうが高い伸びを示している。ほぼ全 C/P 教員が、プロジェクト開始後、算数、

理科に対する生徒の関心が高まったと報告している。 
C/P 教員による教授法の評価は、2005 年にプロジェクトが調査を実施しているが、それによると全

C/P 教員は非常に肯定的で、同教授法の効果を認識している。 
 

成果 4．ガイドブックが改訂される 
ミニプロ時代に作成したガイドブックを再度見直し、必要個所については記載を追加したり、部分

的には内容を向上させたりしながら、不正確だった部分、不適切であった部分は改訂版ガイドブック

ではすべて修正されている。したがって、修正の必要な個所はすべて対応済みであるといえる。改訂

作業は、ガイドブックに基づく C/P への技術移転や C/P 教員への指導と並行して実施されてきている

が、技術移転や指導に必要な個所は単元ごとに準備され、スケジュールに遅れをきたさないよう随時

日本から送付され、プロジェクト活動に活用されてきた。改訂作業は当初予定よりも若干の遅れをみ

ているが、完全版（Complete version）、概要版（Concise version）ともにプロジェクト期間中に完成見

込みである。 
改訂版ガイドブックは、授業に先立ち該当する単元ごとに C/P 教員の手元に送られてきたため、1

冊の本としてまとまった形のものは彼らの手元には届いていない。ただし、単元ごとのものに対して

は、C/P 教員はその効果を高く評価していることが確認された。 
 

成果 5．新しい教授法が、既存の教員訓練コースの中で導入される 
既存の教員訓練への導入の試みとして、プロジェクトでは 2005 年 2 月以降カイロ県教育委員会の

教員研修において、教授法の実践に関する研修を実施しており、これまでに 12 回実施し、参加者数

は約 300 名(延べ人数)に上っている。参加者の 9 割が、同教授法に賛意を表している。このほか、PPMU
研修として 2003 年、2004 年に各 2 回ずつ、計 4 回の研修を実施している。この研修は、算数、理科

ともに 1 回 5 日間のコースであり、参加者はエジプトの全 27 県のシニア教員やインスペクターであ

る。参加者数は 213 名に上っている。 
研修参加者による同教授法の評価については、まず PPMU 研修では、研修後実施した質問票調査

結果から、理科では参加者の 80～90％、算数では 95％以上が毎回研修内容に満足と回答している。

理科では「講義の内容」、「教授法」、算数では「算数教育の方向性」、「問題解決型教授法」、「授業計

画の作成」が好評であった。一方、カイロ県研修においても同様に研修後の質問票調査を実施してい

るが、こちらも非常に高い評価を得ており、毎回、いずれの教科についても参加者全員が「大変満足」

あるいは「満足」と回答している。 
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成果 6．新しい教授法が、教育関係者によって認知される 
これまでに 4 回の公開授業を実施しており、約 200 名の参加者を得ているが、その 9 割以上が同教

授法の効果を高く評価している。本成果については、指標を「教育関係者 500 名が教授法を認知する」

としているが、上記公開授業をはじめ PPMU 研修、カイロ県研修への参加者、教育省関係者（基礎

教育局長、理数科カウンセラーなど）、NCERD 関係者（所長、カリキュラム部長など）で、同教授

法への評価を表明した人数は 500 名を超えており、同指標は達成されたといえる。 
 

５－１－４ 「活動」の実績 

本プロジェクトにおいては、13の活動がPDMに記載されている。各活動の進捗の詳細については、

添付資料 4(要確認)「達成度グリッド」を参照のこととするが、全体としては概ね計画通りに進捗し

ており、大幅な遅延は生じていない。活動 4-1「ガイドブックの改訂」は、若干の遅れをみてはいる

ものの活動への実質的な影響は生じておらず、またプロジェクト期間中に完了する見込みであるため、

問題はないと判断された。 

 

５－１－５ 「投入」の実績 

（１）エジプト側投入 
・カウンターパートの配置 

2005 年 11 月時点で、計 33 名の人員がプロジェクトに配置されている。 
 NCERD： 17 名        モデル校： 16 名 

 
・施設・設備の供与 

エジプト側からは、下記のものが供与された。 

• NCERD 内部の日本人専門家の執務スペース 
• 日本側から供与された機材・設備の維持管理コスト 

 
（２）日本側投入 
・長期専門家の派遣 

チーフアドバイザー、理科教育、算数教育及び業務調整／教育計画分野において、計 9 名の長期

専門家が派遣されている（現時点で計 135M/M、プロジェクト終了時には 151M/M となる予定）。 
 

・短期専門家の派遣 
計 28 名の短期専門家が派遣されている（現時点で計 44.5M/M、プロジェクト終了時には 46M/M
となる予定）。 

 
・カウンターパートの本邦研修受け入れ 

2005 年 11 月現在で、19 名のカウンターパートを本邦研修に受け入れている（計 17.5M/M）。 

 
・機材の供与 

2005 年 10 月時点で、計 89,105 ドル（約 10,175,000 円）に相当する機材が供与されている（換算

レート：1 ドル＝114.19 円、1 エジプシャン・ポンド＝19.8532 円。JICA の 2005 年 10 月のレート

による）。 
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５－２ 実施プロセス評価 

５－２－１ 計画内容の変更 

プロジェクト期間を通じて、当初計画より内容面で変更された部分は、以下のとおりである。 
まず、中間評価時における SBTU 関連活動の削除である。当初計画においては、各学校に設置が

決まっていた SBTU を活用して校内普及活動を計画していたが、中間評価時点では SBTU の目的が

単なる情報伝達に終始しており、新しく入手した教授法、技能などを校内の教員で共有する目的では

活用されていなかった。こうした状況を考え、本プロジェクトにおける SBTU 関連の活動は不適当

（効果が期待できない）と判断し、PDM より削除した。しかし、今回終了時評価調査においては、

徐々にモデル校内部での SBTU 活動が活発化しており、C/P 教員が習得した教授法を同僚教員に教え

るために活用しているケースが散見された。モデル校以外でも SBTU が定期的に実施されているケ

ースが増えてきていることが確認されている。 
次に、モデル校での巡回指導の位置づけの変更が挙げられる。この変更は明示的に行われたもので

はないが、プロジェクトの運営過程において関係者による考え方が次第に変わってきた、というのが

実際のところである。当初は、ガイドブックのエジプトにおける有効性を確認する目的で設定したモ

デル校であり、そのため、特に優秀な教員、条件的に恵まれた学校を C/P 教員、モデル校として選定

することはしなかった。どのような条件の学校でも、教員誰でもが適切に教授法を実践できるガイド

ブックを作成することが必要であり、そのため、モデル校選定に際しても学校の特徴や周辺環境など

可能な限りバラエティに富んだ選択を行い、C/P 教員についても採用試験等は実施していない。とこ

ろが、プロジェクト活動が進捗するに従い、NCERD の C/P、教育省関係者等を含む関係者の間では、

C/P 教員は｢将来の指導員（ToT）候補｣として位置づけられるようになり、当初計画で期待された役

割以上の役割を C/P 教員は期待されることとなって現在に至っている。 
最後に、計画内容ではないが、本プロジェクトの主管が、JICA 本部よりエジプト事務所へと変更

されたことが挙げられる。プロジェクトの実施運営の面からは、この変更は良い方向に作用したと考

えられる。プロジェクトと JICA 担当とのコミュニケーションがより容易になり、また迅速に行うこ

とが可能となった。 
  

５－２－２ 活動のプロセス 

活動のプロセスにおいては、（１）コミュニケーションの問題、（２）NCERD の C/P によるプロジ

ェクト関与不足の問題、（３）C/P 教員の抱える時間的制約の問題、がみられた。 
 
（１）コミュニケーションについては、日本人専門家とエジプト側（NCERD、モデル校、教育省等）、

プロジェクト（主に日本人専門家、NCERD）と外部機関（教育省、カイロ県教育委員会等）との間

にそれぞれ問題が生じていた。前者については、プロジェクトの実施運営に必要な情報が、迅速かつ

正確に、適切なルートを通じてエジプト側から日本人専門家側に伝えられないことがあった。特に、

プロジェクトの前半期間においてはこうした問題が多くみられた。後者については、NCERD の前所

長と教育省の担当次官との個人的な人間関係の影響により、外部機関との適切なコミュニケーション

が非常に困難な時期があった。ただし、両者とも現在はほぼ解決されている。 
 
（２）C/P の関与不足については、彼らが本プロジェクトの専任ではなく、他に多くの業務を抱えて

いることが主な原因と考えられる。NCERD 研究者としての業務形態（毎日決まった時間に出勤する

義務がない）ことと相まって、彼らの時間的制約が大きく、技術移転のための日本人専門家とのミー
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ティング、モデル校の巡回指導への参加率が向上しない状況が続いた。専門家側は、開放的なオフィ

ススペースの整備、グループリーダーの配置とリーダーによるモニタリングの強化、出席簿の活用な

どの対策を講じ、また NCERD の現所長と現カリキュラム部長の支援を得ることにより、これまでに

大幅な向上をみている。特に、理科については C/P の積極性が増しており、グループリーダーを中心

としたチームとしてのまとまりを持つようになってきており、プロジェクト終了後の活動継続に向け

て良い傾向を示している。 
 
（３）最後に、C/P 教員の抱える時間的制約であるが、エジプトの公立小学校教員は一般的に報酬が

低く、担当すべき授業数は非常に多く（週 23 コマ以上）、その他に校務があり、授業終了後は低い報

酬を補うためアルバイトを行っているケースが非常に多いことから、教員が 1 つの授業の準備に費や

すことができる時間は、おのずと限られてしまうのが現状である。本プロジェクトの実施に際しても、

当初計画では、例えば授業計画は NCERD の C/P のみでなく C/P 教員も行うこととしていたが、現状

を考えると現実的な計画ではないことが明らかとなり、途中で変更した。教材の準備においても当初

予定していたよりも少ない役割を C/P 教員に期待することとし、残りの部分は日本人専門家側で負担

する、という役割分担を行い、可能な限り C/P 教員の負担を軽減しつつ、必要な技能・知識の移転が

できるような工夫が施された。 
 

５－３ 評価 5項目による評価 

評価 5項目による評価結果は、以下のとおりである。 

５－３－１ 妥当性 

エジプトは、1990 年代以降｢万人のための基礎教育｣の実現に力を入れてきている。この背景には、

経済のグローバル化の進行に伴い柔軟で創造力豊かな、質の高い人材のニーズが高まっていることが

ある。こうした流れの中で、基礎教育の強化プログラムが開始され、教育分野に対する投資が増加し

ており、なかでも特に理数科教育の質の向上に努めている。一方、JICA の対エジプト援助政策では、

5 つの重点分野の 1 つとして「人材育成と教育の向上」が掲げられており、特に基礎教育、なかでも

理数科教育の質の向上に重点を置いている。本プロジェクトは、基礎教育課程における理数科教育の

質の向上を目指すものであり、エジプト、日本いずれの政策にも整合していることが確認された。 
本プロジェクトにおいては、ミニプロ時代に作成した教師用ガイドブックについて必要個所を修正

するほか、同ガイドブックに沿って教員を指導できる指導員を育成し、実際にガイドブックを活用す

るための実用的な指導を行うことを目的とするものである。ここで用いられる技能やアプローチは、

プロジェクト期間中に活動を行ったモデル校やカイロ県のみでなく、エジプト全土において適用可能

なものである。また、プロジェクト期間中において、JICA や他のドナー国により実施されたプロジ

ェクトとの間には、内容面における重複はみられなかった。一方で、PPMU やカイロ県との積極的な

連携・協力が行われている。 
以上より、本プロジェクトは十分に妥当であったと判断された。 

 

５－３－２ 有効性 

プロジェクトの活動については、概ね計画通りに進捗していることが確認された活動 4-1 のガイド

ブックの修正が、当初計画に比べてやや遅れを生じてはいるものの、プロジェクト期間中には完了す

る見込みである。したがって、プロジェクト終了時までに、すべての活動が完了しプロジェクト目標

が達成される見込みであると判断された。NCERD の C/P と 4 つのモデル校の C/P 教員は、｢子ども
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中心型｣、「問題解決型」学習の概念を正しく理解し、これら概念を反映した指導計画を作成し、授業

に活用することができるようになった。ただし、数名の C/P については、依然知識面や技能面におい

て目標水準に達していないことから、プロジェクトの残り期間においてこれら C/P の能力向上に努め

る必要がある。 
本プロジェクトで導入を図っている教授法とその実践方法については、エジプトの教育関係者から

高い評価を得ており、その効果については広く認識されるに至っている。 
このように、プロジェクト活動の進捗を促進し、その効果を増加するのに貢献した要因としては、

プロジェクトと PPMU、エジプト教育省、カイロ県教育委員会との間に良好な連携・協力の関係や仕

組みができたことが挙げられる。 
 

５－３－３ 効率性 

日本側、エジプト側投入のいずれについても、量、質及び供与・設定のタイミングにおいて概ね適

切に行われたと判断された。ただし、日本側投入による短期専門家派遣については、派遣時期がラマ

ダン（断食月）に重なるなど派遣のタイミングが適切でないケースや、ガイドブック修正のために必

要な情報を収集するために２週間程度の非常に短い派遣期間で短期専門家がチーム派遣されたケー

スなどがいくつかみられた。その結果、それらの短期専門家の必要性をエジプト側関係者と共有する

ことができず、C/P との共同作業を行う機会も少なく、結果的に C/P の能力向上の効率性を阻害した

と判断された。また、NCERD の C/P は本プロジェクトの専任スタッフとして配置されておらず、時

間的制約からプロジェクトに対する彼らの積極的な関与を得ることができないという問題に直面し

てきたが、プロジェクトの後半期間に入り、問題は概ね解決された。プロジェクトと NCERD 以外の

関係機関（教育省など）との間のコミュニケーション不足という問題もあったが、これについても現

在までに大幅な改善をみている。 
NCERD の C/P とモデル校の C/P 教員は、本プロジェクトへの関与に際し時間的な制約を抱えてい

るが、NCERD 所長をはじめとする幹部職員による支援と、C/P と日本人専門家との役割分担を適切

に行うことにより、これまでのところ負の影響は最小限に抑えられているといえる。 
これらのことから、本プロジェクトは十分に効率的に実施されてきていると判断された。 

 

５－３－４ インパクト 

これまでのところ、負のインパクト及びその可能性はみられない。正のインパクトについては、一

部ではあるが、NCERD の C/P やモデル校の C/P 教員及びその同僚教員などによる自主的な普及のケ

ースが出てきていることが挙げられる。少なくともすべてのモデル校においては、教科ごとに教員に

よる定期的な会合がもたれており、会合を通じて新たに入手した情報や知識、技能などを互いに学び

あい共有する試みが行われている。他の正のインパクトとしては、NCERD の C/P が、教員をグルー

プ化することにより教育の質を向上させる、というアイデアを検討するようになったことが挙げられ

る。これは、本プロジェクトの活動を通じて、教員同士による授業観察やその後に行われる研究会議

論の経験を通じて得られたアイデアと考えられる。 
上位目標については、エジプトの教育関係者の間で同教授法の効果が広く認識されるようにはなっ

てきているものの、その活用は依然として限定的なものにとどまっており、全面的な活用には至って

いない。改訂版ガイドブックについても、現在、理科は英訳、算数はアラビア語訳の過程にあり、い

ずれも教員への普及には至っていない。 
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５－３－５ プロジェクトの自立発展性 

本プロジェクトは、プロジェクト実施期間を通じて、エジプト教育省と NCERD による政策支援を

得てきている。プロジェクトの目的はエジプトの教育政策に整合しており、この傾向はプロジェクト

の終了後も継続する見込みである。したがって、終了時評価調査団は、本プロジェクトの活動に対す

るエジプト教育政策における自立発展性は、十分に高いと判断した。 
 資金面においては、プロジェクト期間を通じて、エジプト側からのローカルコスト負担に問題が生

じたことはほとんどなかった。NCERD の C/P とモデル校の C/P 教員は、勤務時間中に本プロジェク

ト活動に従事したため、交通費などの手当ての支払いは受けていない。将来的な普及に際しては、

C/P が継続して教員指導に従事できるよう、NCERD はこれら手当てなどに必要な予算を措置する計

画である。また、PPMU を通じての諸手当支給を検討する方法もあるが、PPMU については今後の活

動計画が未定であることから、この方法の実現可能性については現時点では詳細不明である。 
 組織面の自立発展性については、NCERD がカイロ県研修受講者に対して行う定期的なモニタリン

グは、プロジェクト終了後も含めて同組織が責任を持って実施して行くべき活動と認識している。す

べてのモデル校においては、週 1～2 回の割合で各教科について教員の定期会合が実施されており、

同会合においてプロジェクトの教授法の実践に関する普及が行われている。モデル校以外の学校にお

いても、SBTU として週ごとの定期会合が実施されているという報告があるが詳細は不明であり、よ

り詳しい調査が必要である。 
プロジェクト活動とその成果により、教育関係者や教員は、プロジェクトの教授法やガイドブック

が子ども中心の学習の実現に効果的であることを認識するようになっている。教授法の効果は、プロ

ジェクト活動を通じても評価がなされてきているが、このほかエジプト全土で新たに導入されたポー

トフォリオ評価においても、生徒の試験の成績や教科に対する関心・態度の変化をみることができる

と考えられる。教育省は、モデル校のみならず、本プロジェクトの教授法とガイドブックをより広く

導入したいとする明確な方向性を示している。しかし、教員の間では、同教授法やガイドブックがカ

リキュラムの全過程を通じて適用されることとなった場合、現カリキュラムが膨大であること、1 名

の教員が担当する授業時間数が多いこと、授業準備に時間がかかることなどにより実施が困難となる

のではないかとの懸念がみられる。さらに、1 クラスの生徒数の問題、卒業試験との兼ね合い、教員

自身に対する評価や実験器具などの購入コストなども、同教授法導入に際しての制約要因と考えられ

る。 
これらの制約要因を除去し、プロジェクトの教授法をより広く適用するためには、教育省による教

授法やガイドブックの承認が不可欠である。 
また、教授法の適用は、単なるガイドブックの配布では実現が困難であり、実用的な知識の提供が

不可欠である。このため、ガイドブック配布は教員研修とセットにして行われる必要があり、教員研

修の実施体制を明確にすることも必要である。 
 社会面、文化面及び環境面においては、これまでのところプロジェクトにより生じた負の影響は生

じておらず、将来的に生じる可能性も低いと判断された。 
 

５－４ 結論 

・ プロジェクトでは、ガイドブックの改訂や NCERD 及びモデル校 C/P の教授法に関する理解と実

践能力の向上など初期の成果が得られ、期間中にプロジェクト目標を達成することが見込まれる。

プロジェクトによる教授法の導入により、生徒の学力や関心の向上もみられている。 
・ モデル校での実践、公開授業、PPMU やカイロ県での研修などを通じ、教育省、県教育委員会、
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教員など幅広い関係者から、生徒中心や問題解決型の教授法に関する前向きな認識が得られてい

る。特に、教授法の概念のみならず、授業における実際の進め方と効果が、授業における実践を

通じて理解されたことの意義は大きいといえる。 
・ 他方、今後のより広範囲な普及のためには、教授法とガイドブックの何らかのオーソライゼーシ

ョン、カリキュラムとの関係、学力試験との関係や教員評価との関係などの課題がある。 
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第６章 提言と教訓 

 

６－１ 提言 

（１）プロジェクトの成果に関する提言 
・ 教員が実際に教授法とガイドブックを授業に適用するためには、ガイドブックの配布は不可欠で

はあるが、それだけでは十分ではない。教員研修を通じて、実践的な経験を得ることが必要であ

る。 
・ カリキュラムの全単元をカバーするガイドブックの完全版（Complete version）は、現在英語で作

成されているが、同ガイドブックは教員にとって手元において必要な時に参照する参考資料とし

て活用することを考慮し、効果的な活用をめざしてアラビア語に翻訳することが望ましい。 
・ プロジェクトが産出した成果が持続するよう、ガイドブックのさらなる改訂と教授法の指導に関

する NCERD の C/P の継続的な能力向上、同能力の活用が望まれる。モデル校の C/P 教員につい

ては、SBTU を含む各種教員研修機会を通じた能力向上が重要である。教育省は NCERD を通じて

SBTU の強化を支援しており、具体的には必要な機材・設備の供与などを行っている。また、指

導員研修（ToT）への参加も能力向上のための良い機会となると考えられる。 
・ 教授法とガイドブックのより広範囲な普及のための基盤を形成するという本プロジェクトの目標

については、カイロ県における教員研修が 2005 年 2 月以降実施されている。ただし、1 回きりの

導入的な研修では、教員が適切に教授法を適用する力を身につけさせることは困難であり、その

ためには少なくともあと 1 回、実践的な研修を実施することが不可欠である。加えて、研修の実

施能力の向上が必要である。教員の実践に際しては、カウンセラーやインスペクターの肯定的な

姿勢が重要であり、彼らの継続的な支援が期待される。 
 
（２）将来の普及に関する提言 
・ ガイドブックを活用した教授法のさらなる普及については、教育省による承認が必要不可欠であ

る。その理由は、以下のとおりである。 
- 現場の教員は、教授法とガイドブックが教育省の方針に沿ったものであるかどうか、という

懸念がある。背景には、同教授法は効果的ではあるものの、準備や授業に際して必要な時間

が多く、現カリキュラムの全単元を同教授法で実施することは、現時点では非常に困難であ

るという状況がある。 
- 仮に同教授法を授業に適用した場合、インスペクターやスーパーバイザーによる教員評価が

適切に行われるのかどうかという懸念もある。 
・ 普及に際しては、実践的な知識や経験が教員研修を通じて教員に提供されることが必要不可欠で

ある。 
・ プロジェクトにより実施されたカイロ県研修を通じて、プロジェクト終了後も継続して普及と活

用を行っていく必要がある。教員研修に際しては、NCERD の C/P による教員指導が重要である。

SBTU も、教員の能力向上のための実践的な方法となると考えられる。 
・ エジプトのすべての県に同教授法を普及し、活用を図っていくためには、これらの県における現

職教員研修が不可欠である。教員研修の計画と実施に際しては、講師、予算、ロジなどを含む関

係諸機関（教育省基礎教育局、カウンセラー、NCERD、教育省教員研修部(GDIST)、県教育委員

会）による役割分担が必要である。現在設立が検討されている現職教員研修アカデミー（Teachers 
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Professional Academy）が設立されれば、同アカデミーとの関係も明らかとなると思われる。 
・ NCERD の C/P がプロジェクト期間中に指導員として活躍したことを考慮し、将来の教員研修に

おいても積極的に活用する方向で検討することが必要である。 
 

６－２ 教訓 

成果１． 
・ 「理数科教育協力」のように理科と数学をセットにすると、どうしても両教科が同じように進む

と思われる恐れがある。実際は教科の性質が異なることから、全く同様のアプローチを取ると、

特に中等教育以降、行き詰ってしまう。それぞれの教科の協力アプローチについて方向性を予め

決めておく必要がある。 
・ 理科と算数をセットにしたプロジェクトが確かに多いが、それぞれの教科の特徴もあり、必ずし

も両者を同様に取り扱うものではなく、実際は本プロジェクトと同様、理科と算数の２本のライ

ンが走っているという状況である。確かに理科は実験があり、見る人にアピールするところはあ

るが、反面イベント的になってしまうところもあり、実験と理論の間をきちんとつないでいかな

ければ、ただ実験を行いました、というだけになってしまう。一方、算数は概念化を要する教科

であるため、概念化に至る過程でどうしても詰め込み式の教育が必要な場面がある。しかし、詰

め込み式教育以外の部分では、文章題など問題解決型の教授法が活かされる部分がある。こうし

た教科によるアプローチの違いは、JICA 内でもきちんと理解されている。 
・ NCERD の C/P は教育学が専門であり、詳しい理数科の知識はなくても教師に対する指導には問

題ないという意識が強い。しかし、問題解決型の教授法を教師に移転する場合には、やはりそれ

ぞれの教科の背景にある理論面を理解する必要がある。したがって、現在プロジェクトでは、と

にかく C/P も教員指導に先立ってガイドブックを読むよう指導すること、また読んで分からない

個所については、日本側関係者に確認すること、の２点を指導している。 
 
教訓 ・理数科分野の協力では、各教科の特徴もあり、協力開始当初から教科ごとの協力アプロー

チを明確にし、日本側・相手国側双方が同アプローチに対する共通の理解をもって活動に取

り組むことが重要である。 
   ・理数科教授法の協力を行う際は、C/P 選定時に、教育学のバックグラウンドだけでなく、

教科の専門知識を備えた人材を選定することが望ましい。 
 

成果２． 
・ C/P のみでなく教科教師も、小学校で教える以上の理論を理解していない教師が多いが、それで

は教室で問題解決型の教授法を実施するのは困難と思われる。 
 
教訓 教授法の技術移転において、学校教育現場では特にその実践面に重点を置くことが重要であ

るが、実践応用力を養うには、実践手法の背景にある理論面を正しく理解させることも必要

であり、プロジェクト期間中に教員に対し理論面も含めた技術移転を行うことが望ましい。

 
成果３． 
・ （教授法の効果について）成果として出せるデータがそろっているのであれば、対外説明用の簡

単なリーフレットを作成すると、教授法普及の一助になることが期待される。 
教訓 教授法のように、見ただけでは効果が分かりにくい内容を技術移転する場合は、効果がデー
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タで提示できるのであれば、それらを取りまとめ簡単なリーフレットを作成・配布すると、

目に見える形で効果を提示でき、普及の一助になると思われる。特に協力期間中に配布する

と協力関係者の理解促進につながりより効果的である。 
 
成果４． 
・ コンサイス版と完全版の位置づけに関し、もしコンサイス版は教員研修用教材、完全版は学校現

場でのリファレンス用、との位置づけであれば、完全版はアラビア語に翻訳されることが望まし

いと思われる。本プロジェクトの予算状況をみつつ余裕があればアラビア語への仮訳まで実施す

ることを検討する。 
・ ガイドブックを、学年別に分冊化しておけば先に完成した 4 年生、5 年生の分は印刷し関係者へ

の配布も行え、本プロジェクトの活動に対する理解を深め、活動の円滑な実施に貢献したかもし

れない。 
・ 完全版については、ページ数も多いので CD 版の作成も検討してはどうか。 
・ ガイドブックは、エジプトの教科書に沿った内容構成になっており、使い勝手はよいものと思う

が、教育省側には作成コンセプトが十分に伝わっていないという印象を持った（JCC の開催をも

っと頻繁に行い、その場を活用してエジプト側に情報提供を行う余地があった）。 
 
教訓 ・複数学年を対象にした教育教材を成果品として作成する場合、学年ごとに分冊化し、完成

ごとに配布できれば、副教材が実際にどのようなものなのかプロジェクトの実施期間中に形

で示すことができ、関係者の理解を深め副教材の普及の一助になると思われる。 
   ・教育教材が学校教育現場に受け入れられるためには、現地使用言語に翻訳されることが必

須である。 
   ・教育教材の普及にあたっては、教育関係者に対し、教材の作成コンセプト、使い勝手の良

さ、使用方法をうまく広報していくことが重要であると思われる。日常から関係者とコミュ

ニケーションをとり、伝えていくことが重要である。 
 
成果５． 
・ PPMU 研修は、NCERD 所長が PPMU の長を兼務していたために PPMU からの要望により追加発

生した活動ではなく、JICA としても PPMU が持つネットワーク（協力対象県 15 件、後に全 27
県に拡大）は有効な教授法普及の手段として認識しており、活用したかったという意図があり相

互合意されたものと理解する。 
・ PPMU が、来年 4 月ごろにこれまで PPMU が実施してきた研修（JICA が 2002 年から 3 年間協力

してきた夏季研修含む）の成果を調査する予定があるとの情報もあり、JICA が夏季研修で実施

した教授法の評価を図るための調査項目を含めてもらうのも一考である。 
 
教訓 教員研修において他ドナーとの連携が行われている場合には、連携ドナーが独自に行うモニ

タリング、評価においても積極的に連携を図り、これら機会を利用して日本側協力部分の成

果・達成度につき把握していくことも、効率的、効果的である。 
 
フォローアップ（発言要旨のみ） 
・ カイロ県、モデル校と NCERD の関係をつなぎとめ、カイロ県教員研修の継続性を確保させてい

くことが必要。 
・ カイロ県教員研修の内容は、まだ試行錯誤しながら実施をしている段階であり、改善の余地はあ
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ると思われる。 
・ カイロ県教員研修の参加者が終了後に自分たちの学校で生徒中心の学習、問題解決型学習を導入

しているかについて 2006 年 2 月にモニタリングを予定。モニタリングの結果によって、同教員

研修に対するフォローの必要性がどの程度あるか見えてくるのではないか。 
・ 教員研修を言語実験校から一般校に広げる場合は、使用する研修所とカイロ県側の担当研修スタ

ッフが変わるので、対象拡大時にはエジプト側 C/P 機関を含むプロジェクト関係者から何らかの

サポートが必要。 
・ （日本として何を行いたいのか教育省に企画書を提示して、教育省が内容を審査し実施するかを

決定すると以前伝えられた、ということに関し）次期フェーズがあるとすれば、まずエジプト側

のイニシアティブによって実施体制、活動内容案などが提示されるべきである。エジプトは各機

関の縦割り行政が色濃く、予めエジプト側が組織間の調整などを行って実施基盤の整備を行う必

要がある。教育省が設置を検討中の現職教員研修アカデミーの動向も踏まえて行く必要がある。 
・ カリキュラム教材開発センター（CCIMD）との関係が良好になってきたので、本プロジェクトで

作成したガイドブックを見てもらうことになっている。プロジェクト期間中に、より良い関係を

築いておく。 
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